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「汎用的な基盤的研究設備」が先細る構造

【競争的資金】
特定の目的（先端
性・新規性）がある

「汎用性のある機
器･設備の充実」に
回すことができない

【運営費交付金】
余力が極めて少ない
・人件費の高騰
・施設劣化の補修
・先端研究の学内支援
・学科・コースの新設
・国際化推進、その他等

【政策的・構造的な要因】
・政策決定に声が届く研究者はTOP層に偏っていること
・様々な競争的資金において、特色ある先端研究が高く
評価され、短期的な予算に大きく反映される現実

中長期的に重要な「汎用的な基盤的研究設備」へ
の投資削減を誘導する政策になってしまっている

地域･地方のニーズ

全国クラスの戦略

新規技術・設備開発の要素

汎用性の高い
基盤的研究設備･機器

汎用性 最先端
新規性

全国共用の中・大規模研究設備･機器

先端性の高
い基盤的研
究設備･機器

数百万円 数十億円

数百億円

設
備
・
機
器
の
価
格

設備・機器の価格

【進行中】中規模研究設備の整備開発事業
（1-100億円）

大学･研究者が
競争的資金を
獲得して整備

「持続的整備の実施」を
政策で誘導・支援する
必要がある

【大学等の研究力】【産業の開発力】

第4回 本シンポジウム資料
（2025年1月23日)より抜粋



基礎科学力の強化に向けた今後の方向性
科学技術・学術審議会 第17回大学研究
力強化委員会（2025.2.4）資料より引用
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文科省における大学改革の基本方針
文部科学省 報告資料
（2025年11月4日)より引用



5



6

新聞報道
日本経済新聞
（2025年8月18日 朝刊）
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先端研究基盤刷新事業（案）
令和8年度文部科学省概算要求
発表資料（2025年8月29日)より引用

大きな衝撃
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先端研究基盤刷新事業（第二弾!!） 令和 7年度文部科学省関係補正予算（案）
（2025年11月28日)より引用



国立大学協会 会長コメント
（2025年12月26日)



高等教育（大学総論）の政策に
係わるデータ分析と見解
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財務省 財政制度等審議会の見解
財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会
報告資料（2025年11月11日)より引用

研究基盤協議会の見解
◎高等教育を受ける人材が多いことは、日本の強みであり弱点ではない
◎日本の課題は、人材を活用する戦略/制度が整っていないこと
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文科省の見解
文科省 財政審資料に対する⽂部科学省の
⾒解（2025年11月18日)より引用
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運営費交付金減少による影響
文科省 財政審資料に対する⽂部科学省の
⾒解（2025年11月18日)より引用



科学技術政策に係わる
データ分析の検証
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本協議会によるこれまでのデータ分析と提言
内閣府科学技術政策担当大臣等政務三
役と総合科学技術・イノベーション会議有
識者議員との会合（令和４年度） 資料
（2022年9月1日)より引用
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財政審の科学技術政策における主な分析
財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会
報告資料（2025年11月11日)より引用

データ
解析に
改善の
余地

根拠データに整理が必要
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1. 「論文の生産性」のデータは妥当か？
財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会
報告資料（2025年11月11日)より引用

論文の
生産性
が低い

大学や
科研費
の制度
改革が
必要

官民合計の総額

構造的な問題は「大学や科研費」にあると判断し、財政政策を提言
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論文生産性の官民比較

（出所）文部科学省科学技術・学術政策研究所報告資料
（2023年4月20日 第26回経済社会の活力WG)

1,071+560 [件]※1

1611.99 + 199.32 [百億円] ※2

= 0.9件/百億円

7,585 [件]
393.65 [百億円]

= 23.4件/百億円

・大学の研究開発費は、2000年以降は
 ほぼ横ばいで推移

・企業の研究開発費が伸びている

【論文生産性（TOP10%論文）
 の概算値（2023年）】

【主体別研究開発費（金額）】

【主体別 総論文数】
 大学以外（公的機関等＋企業）

 大学

※1：総務省「科学技術研究調査」（2023年
度）より数値を引用

※2：エルゼビア社Scivalの2023年論文につ
いて、研究基盤協議会で計数

・論文生産性が
25倍以上
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若手研究者の活躍促進策の根拠
財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会
報告資料（2023年10月11日)より引用

【論文の著者順】
1980年代以前：教授（統括者）、実験担当者（若手1）、実験担当者（若手2）、･･･、他の教員

↓ 若手/現場を尊重する研究マインドに変化

2025年（現在）：実験担当者（若手1）、実験担当者（若手2）、･･･、他の教員、教授（統括者）

「トップリサーチャー」＝筆頭著者？

・若手とシニアの「適切な協業」が重要
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まとめ

 大学の研究基盤戦略に係わる状況/推移
 「科学の再興」に向けて、「第7期科学技術・イノ

ベーション基本計画(R8-12)」, 「第5期中期目標
期間（R10-15）」の施策が検討

 先端研究基盤刷新事業（EPOCH）が決定

 科学技術政策に係わるデータ分析の検証
 「論文の生産性」
 「トップリサーチャー」

正確なデータ分析に基づいた適切な政策形成に
向けて、引き続き、協議会から皆様の声を届ける
ことを目指します。
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